
─特集 2 ─

介護離職ゼロ実現に向けた
ルール整備と職場づくり
厚生労働省『企業における仕事と介護の 

両立支援実践マニュアル』から、 
従業員目線による支援体制の構築法を指南

2017年 1 月から改正育児・介護休業法が施行され、介護休業をはじめ仕事と介護の両立に
向けた法制度の拡充が図られた。労働力人口減少への対応が待ったなしの状況下、政府も
「介護離職ゼロ」実現に向けて強い決意を見せており、企業にも介護に直面している従業員
に対し、より効果的な支援策の整備が求められている。一方で法の規定は「最低限満たす
べき基準」にとどまるため、これを社内規程に盛り込み制度に反映したとしても、十分に
機能するわけではない。介護に直面した従業員にとってどうすれば使い勝手のよい仕組み
になるのか、介護期間中、職場として社員本人のフォローをどう行うかなど、制度・運用
両面でさまざまな工夫やノウハウの蓄積が求められる。
そこで今回、東京海上日動ベターライフサービス株式会社の小林隆雄氏に、介護離職ゼロ
実現に向けて企業・介護に直面した従業員・職場で何ができるのか、厚生労働省の『企業
における仕事と介護の両立支援実践マニュアル』をベースに実務的な視点から解説いただ
いた。

小林隆雄（こばやし たかお）　　東京海上日動ベターライフサービス㈱ソリューション事業部 課長／介護福祉士

一般企業に勤務後、介護業界へ転向。介護サービス事業者で実務経験を積んだ後、事業所の管理者・
所長・エリアマネジャーとして勤務。東京海上日動ベターライフサービス㈱へ入社後は、社内の介護
職の教育や介護事業所の運営支援に携わる。近年では介護の専門職の立場から、介護離職防止を目的
とした「仕事と介護の両立支援セミナー」の講師を担当、全国で年間80本以上のセミナーに登壇して
いる。
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ポイント

❶制度設計・見直しを行う際のポイント：自社の両立支援制度につき、①従業員のニーズに対応して
いるか、②内容や趣旨が従業員に周知されているか、③利用要件・利用フローが整備されているか

─の3点から検討するとよい

❷介護に直面する前の従業員への支援：介護従事者にとって、さまざまな手続きや対応に迫られる初
動期の対応が一番大変と感じる場合が多い。まずはここを乗り越えられるかどうかが、介護離職に

至るか至らないかの最初のヤマ場となるため、いざというときに慌てることのないように、あらか

じめ介護に関する基本的な知識や情報を提供しておくことで、仕事と介護の両立のイメージを持っ

てもらい、介護に向けて事前の準備ができるよう支援することが必要

❸介護に直面した従業員への支援：一人ひとりの状況を踏まえた支援を行う上で、①相談窓口での両
立課題の共有、②企業の仕事と介護の両立支援制度の手続き等の周知、③働き方の調整、④職場内

の理解の醸成、⑤上司や人事による継続的な心身の状態の確認、⑥社内外のネットワークづくり

─がカギとなる

❹介護休業取得者への対応：人事担当者・対象従業員・対象従業員の上司等の間で「介護休業取得
前」「介護休業期間中」「介護休業終了前」「介護休業からの職場復帰後」に面談の機会を設けて、

各時点での不安を払
ふっ

拭
しょく

することが望ましい

［ 1］法が求める介護支援の枠組み
　「介護離職ゼロ」をどう目指すかについて検討す
る前に、まず育児・介護休業法が求める従業員の
介護支援の枠組みを確認しておこう。概要を［図表
1〜 3］に整理したので参照いただきたい。

［ 2 ］�従業員目線による支援策でなければ機能しない
　現在日本では、介護が必要であると認定を受け
た要介護者が約640万人に上るが、団塊の世代が75
歳以上の後期高齢者となる2025年にはさらに1.3倍
に増えて約830万人になると予想されている。一
方、介護の担い手となる子の世代の人口は減少し、
未婚率の上昇、夫婦共働きの増加などにより、昔
に比べて国民一人ひとりが介護の担い手になる確
率が格段に高まっている。また、介護は高齢の親
だけでなく、パートナーや子どもについても対象

となる可能性があることを考えると、介護はいつ
誰にでも起こり得る時代になったといえる。
　総務省統計局による「平成24年就業構造基本調
査」によれば、介護・看護を理由とした離職は年
間約10万人に上る。このまま何の対策も取らなけ
れば、要介護者の増加に伴う介護離職の増加は避
けられないだろう。
　また、国立社会保障・人口問題研究所「日本の
将来推計人口（平成29年度推計）」によれば、今後
の日本は高齢者人口が横ばいとなる一方で、労働
力人口（15〜64歳）は激減していくことが分かる
［図表 4］。
　ただでさえ減っていく労働力人口。その中から、
さらにある日突然、介護を理由に従業員が次々と
退職を申し出てくるとすれば、これは企業の存続
にも影響する深刻な問題となるに違いない。
　2017年 1 月の育児・介護休業法の改正で大幅に
制度の拡充が図られ、これに合わせて企業ごとに
仕事と介護の両立支援に関する社内規程の改正が

1 企業における介護離職対策は�
「待ったなし」の状況
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図表 1  �育児・介護休業法における仕事と介護の両立支援制度の内容

区　　分 内　　　　　容 対 象 と な る 労 働 者

介護休業 要介護状態※の対象家族を介護するため
の休業。対象家族 1人につき通算93日ま
で、 3回を上限として分割して取得可能
※�2 週間以上の期間にわたり常時介護を
必要とする状態（［図表 3］参照）

・��要介護状態にある対象家族を介護する労働者（日々雇用者を除く）
［労使協定により対象外にできる労働者］
・�入社 1年未満の労働者
・�申し出の日から93日以内に雇用期間が終了する労働者
・�1 週間の所定労働日数が 2日以下の労働者
［申し出時点において要件を満たすことが必要な労働者］
※�有期契約労働者は、申し出時点において次の要件を満たすことが必要
　①入社 1年以上
　②�介護休業開始予定日から起算して93日を経過する日から 6カ月経
過する日までに労働契約期間が満了し、更新されないことが明ら
かでないこと

介護休暇 要介護状態にある対象家族の介護やその
他の世話を行うために取得できる休暇。
対象家族が 1人の場合は年 5日まで、 2
人以上の場合は年10日まで（半日単位で
の取得も可能）

・要介護状態にある対象家族を介護する労働者（日々雇用者を除く）
［労使協定により対象外にできる労働者］
・�入社 6カ月未満の労働者
・�1 週間の所定労働日数が 2日以下の労働者

介護のための
所定労働時間
の短縮措置等

要介護状態にある対象家族を介護する労
働者について、次のいずれかの措置を選
択して講じる必要がある
①�所定労働時間の短縮措置
②�フレックスタイム制度
③�始業・終業時刻の繰り上げ・繰り下げ
（時差出勤の制度）
④�労働者が利用する介護サービス費用の
助成その他これに準じる制度

※�対象家族 1人につき、利用開始から 3
年の間で 2回以上の利用が可能

・�要介護状態にある対象家族を介護する労働者（日々雇用者を除く）
［労使協定により対象外にできる労働者］
・�入社 1年未満の労働者
・�1 週間の所定労働日数が 2日以下の労働者

所定外労働の
制限（残業の
免除）

要介護状態にある対象家族 1人につき、
介護の必要がなくなるまで残業の免除を
受けられる制度（ 1回の請求につき 1カ
月以上 1年以内の期間、ただし、請求で
きる回数に制限なし）

・要介護状態にある対象家族を介護する労働者（日々雇用者を除く）
［労使協定により対象外にできる労働者］
・�入社 1年未満の労働者
・�1 週間の所定労働日数が 2日以下の労働者
※事業の正常な運営を妨げる場合は、企業は請求を拒める

時間外労働の
制限

要介護状態にある対象家族の介護を行う
労働者が申し出た場合に、残業時間に一
定の制限を設ける制度。 1カ月24時間、
1年150時間を超える時間外労働は不可

・要介護状態にある対象家族を介護する労働者
［対象外にできる労働者］
・�日々雇用される労働者
・�入社 1年未満の労働者
・�1 週間の所定労働日数が 2日以下の労働者
※事業の正常な運営を妨げる場合は、企業は請求を拒める

深夜業の制限 要介護状態にある対象家族の介護を行う
労働者が申し出た場合には、深夜時間帯
（午後10時〜午前 5時まで）の就労を禁止
する制度

・要介護状態にある対象家族を介護する労働者
［対象外にできる労働者］
・�日々雇用される労働者
・�入社 1年未満の労働者
・�介護ができる、次のいずれにも該当する16歳以上の同居の家族がい
る労働者
　①�深夜時間帯に就労していないこと（深夜時間帯の就労日数が 1カ
月につき 3日以下の者を含む）

　②負傷、疾病または心身の障害により介護が困難でないこと
　③�産前 6週間（多胎妊娠の場合は14週間）以内、産後 8週間以内の
者でないこと

・�1 週間の所定労働日数が 2日以下の労働者
・�所定労働時間の全部が深夜時間帯にある労働者
※事業の正常な運営を妨げる場合は、企業は請求を拒める

転勤の配慮 要介護状態にある対象家族の介護を行う労働者を転勤させようとする場合は、その介護の状況に配慮しなければ
ならない

不利益取り扱
いの禁止

事業主は上記制度を利用した労働者に対し、解雇などの不利益な取り扱いを行ってはならない

ハラスメント
の防止

事業主に対し、上司・同僚からの嫌がらせ（ハラスメント等）の防止措置を義務づけ
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行われている。筆者は企業の従業員向けに仕事と
介護の両立のためのポイントをお伝えするセミナー
を実施しているが、その際に「社内規程は変更し
たものの、そこから先どのように仕事と介護の両
立支援を行っていくかに頭を悩ませている」とい
う人事担当者の話を聞くことがしばしばある。
　介護の多くは「ある日突然やってくる」だけで
なく、「いつ終わるのか分からない」「人によって介
護の状況は異なる。100人いれば100通りの介護が
ある」という性質を持っている。同じ「両立」支
援でも、先の予定が見通せる育児とはまた異なっ
た対応が必要といえる。介護休業や介護休暇など
を社内規程に位置づけただけで、「後は介護をする
ときにそれぞれが上手に使ってください」と従業
員の努力だけに任せていては、やがて精神的にも
肉体的にも疲弊して介護離職に至る可能性が高い。
　このようなリスクを回避するため、今企業に求
められているのは、「この会社で働き続けたい」と
いう思いを持っているすべての従業員が、仕事と
介護の両立を実現できる支援体制を構築すること
である。
　では、介護離職ゼロを目指して企業が取り組む
べき「仕事と介護を両立できる支援体制」の構築

とは、具体的にどのようなものだろうか。これに
ついては、厚生労働省の『企業における仕事と介
護の両立支援実践マニュアル』（以下、両立支援マ
ニュアル）がヒントになる。同マニュアルでは企
業に求められる従業員の仕事と介護の両立支援へ
の取り組みを「介護離職を予防するための両立支
援対応モデル」として示し、次の五つに整理して
いる［図表 5］。
①従業員の仕事と介護の両立に関する実態把握
②制度設計・見直し
③介護に直面する前の従業員への支援
④介護に直面した従業員への支援
⑤働き方改革
　本稿では、この「介護離職を予防するための両
立支援対応モデル」の項目に沿って、介護離職ゼ
ロを目指して企業が取り組むべき「仕事と介護を
両立できる支援体制」の構築について検討してい
きたい。
［編注］�　両立支援マニュアルは以下のURLからダウンロー

ドできる（以下、48、52ページの「お役立ちツール」
の【資料編】および 2［ 4］⑵で紹介する『「介護支
援プラン」策定マニュアル』も同じ）。

　　　�http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
koyou_roudou/koyoukintou/ryouritsu/model.html

図表 2  �対象家族の範囲

孫

子

配偶者本人兄弟姉妹

義母義父母父

祖父母

婚姻の届け出をして
いないが、事実上婚
姻関係と同様の事情
にある者を含む

［注］�　平成29年 1 月施行の改正育児・介護休業法により、祖父母、兄弟姉妹、
孫については、同居・扶養要件は不要となった。
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図表 3  �「常時介護を必要とする状態」に関する判断基準

　育児・介護休業法における「要介護状態」とは、「 2週間以上の期間にわたり常時介護を必要とする状態にある」ことをいい、以
下の⑴または⑵のいずれかに該当する場合である。
⑴�介護保険制度の要介護状態区分において要介護 2以上であること
⑵�歩行や移動、排泄、意思の伝達など日常の動作や行動に関する下表12項目のうち、表頭 2の状態（一部介助が必要な項目）が二
つ以上、または同 3の状態（全面介助が必要な項目）が一つ以上該当し、かつ、その状態が継続すると認められること

区　　　　　　分
状　　　　　態

1［注 1］ 2［注 2］ 3

項

目

●①�座位保持［10分間 1人で座っていることがで
きる］

自分で可 支えてもらえればでき
る［注 3］

できない

●②�歩行［立ち止まらず、座り込まずに 5メート
ル程度歩くことができる］

つかまらないでできる 何かにつかまればでき
る

できない

●③�移乗［ベッドと車いす、車いすと便座の間を
移るなどの乗り移りの動作］

自分で可 一部介助、見守り等が
必要

全面的介助が必要

●④�水分・食事摂取 自分で可 一部介助、見守り等
［注 4］が必要

全面的介助が必要

●⑤�排泄 自分で可 一部介助、見守り等が
必要

全面的介助が必要

●⑥�衣類の着脱 自分で可 一部介助、見守り等が
必要

全面的介助が必要

●⑦�意思の伝達 できる ときどきできない できない

●⑧�外出すると戻れない ない ときどきある ほとんど毎回ある

●⑨�物を壊したり衣類を破くことがある ない ときどきある ほとんど毎日ある
［注 5］

●⑩�周囲の者が何らかの対応をとらなければなら
ないほどの物忘れがある

ない ときどきある ほとんど毎日ある

●⑪�薬の内服 自分で可 一部介助、見守り等が
必要

全面的介助が必要

●⑫�日常の意思決定［注 6］ できる 本人に関する重要な意
思決定はできない
［注 7］

ほとんどできない

資料出所：厚生労働省『育児・介護休業制度ガイドブック』
［注］　1.�　各項目の 1の状態中、「自分で可」には、福祉用具を使ったり、自分の手で支えて自分でできる場合も含む。
　　　2.�　各項目の 2の状態中、「見守り等」とは、常時の付き添いの必要がある「見守り」や、認知症高齢者等の場合に必要な行

為の「確認」「指示」「声掛け」等のことである。
　　　3.�　「①座位保持」の「支えてもらえればできる」には背もたれがあれば 1人で座っていることができる場合も含む。
　　　4.�　「④水分・食事摂取」の「見守り等」には動作を見守ることや、摂取する量の過小・過多の判断を支援する声掛けを�

含む。
　　　5.�　項目⑨における 3の状態（物を壊したり衣類を破くことがほとんど毎日ある）には「自分や他人を傷つけることがとき

どきある」状態を含む。
　　　6.�　「⑫日常の意思決定」とは毎日の暮らしにおける活動に関して意思決定ができる能力をいう。
　　　7.�　慣れ親しんだ日常生活に関する事項（見たいテレビ番組やその日の献立等）に関する意思決定はできるが、本人に関す

る重要な決定への合意等（ケアプランの作成への参加、治療方針への合意等）には指示や支援を必要とすることをいう。
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［ 1］従業員の仕事と介護の両立に関する実態把握
　介護の問題は従業員が自ら開示しない限り表面
化しにくいため、会社（人事担当）としても情報
を待っているだけではなかなか集まってこない。
介護に直面している従業員、あるいは将来的に介
護に直面する可能性がある従業員がどのくらいい

るのか、介護に対して従業員がどのような不安を
持っているのか、どのような支援を企業に期待し
ているのか─などを把握するには、全社的なア
ンケートやヒアリングを通して情報収集を行う必
要がある。まずは自社の実態を把握することが、
今後の仕事と介護の両立支援体制を構築する上で
の出発点となる。
　ここでは「全社の実態把握」と「既に介護を行っ
ている従業員の状況把握」について触れたい。

2
「介護離職ゼロ」実現に向けた�
仕事と介護の両立支援体制構築の
ポイント

図表 4  �日本の総人口の推移

図表 5  �介護離職を予防するための両立支援対応モデル
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資料出所：�経済産業省「『健康経営銘柄2018』および『健康経営優良法人（大規模法人）2018』に向けて」（2017年 9 月）2ページ、
「日本の将来人口推計」（国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口〔平成29年度推計〕」、総務省統計局「人
口推計」を基に筆者で数値を更新している）

●

●

●

●●①従業員の仕事と
　介護の両立に関する
　実態把握

②制度設計・
　見直し

③介護に直面する前の
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⑤働き方改革

資料出所：厚生労働省『企業における仕事と介護の両立支援実践マニュアル』
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⑴全社の実態把握
　全社の実態把握は、従業員の介護実態や抱えて
いる課題、不安を的確に把握して、仕事と介護の
両立支援の方向性や具体的な両立支援制度を検討
するために必要なものである。したがって、基本
的に全従業員を対象としたアンケート調査を定期
的（数年ごと）に行うことが望ましい。アンケー
トが仕事と介護の両立を支援する目的で実施され
ることを説明し、会社として本気でこの問題に取
り組む姿勢であることを示した上で協力を依頼し
たい。対象者を介護に直面しやすい40代以上とす
るケースもあるが、介護は若い世代にも起こり得
ること、また、こういったアンケートによって、
これまで介護に興味がなかった従業員が介護につ
いて考えるきっかけにもなり得ることから、全従
業員を対象とすることが望ましい。
　具体的なアンケートの内容は、両立支援マニュ
アル【資料編】に「お役立ちツール」として「実
態把握調査票」が掲載されているので参考になる。
当然ながら、全社アンケートを行った際には、そ
のフィードバックも重要である。アンケートの結
果と、それを踏まえて企業としてどのような方向
性を見いだしたのかを示すとともに、回答時に出
された具体的要望に対してもしっかりとフォロー
することが、会社の本気度を示すことになる。
フィードバックがないとかえって従業員の不満が
高まったり、次回からのアンケートへの回答意欲
が低下したりするので、必ず行う必要がある。

⑵既に介護を行っている従業員の状況把握
　人事面談などの機会を利用して、管理職が部下
の介護の状況についてヒアリングを行う。いきな
り「親の介護は大丈夫ですか」などと問われると
隠してしまう従業員もいると思われるので、「親や
家族は元気ですか、何か不安に思っていることは
ありませんか」といった軽いトーンから始めるの
がよい。また、この時に注意すべきは、例えば母
親が父親を介護しているが、本人は介護にまった

く関わっていないケースである。主介護者である
母親が病気などの事情で介護ができなくなると、
本人が父親と母親、一気に 2人の介護に直面する
可能性がある。
　定期的に行われる管理職の面談による状況把握
は、まさに介護に直面している、または直面しそ
うな従業員（＝介護離職予備軍）を早期に発見し、
状況に応じた離職防止のための支援を行うのに非
常に有効な手段となる。
　人事担当者と話していると、「部下のプライバシー
を尊重するあまり、プライベートな部分には立ち
入れない管理職が増えている。結果的に、ある日
部下が突然退職を申し出てきて初めて状況が分か
る」ケースを耳にする機会がある。そのような管
理職にとっても、面談でのヒアリングをルール化
することで介護の話題に踏み込みやすくなり、介
護に直面している従業員の早期発見が可能となる。
　また、面談でのヒアリングもアンケートと同様、
介護にまだ直面していない従業員に対して仕事と
介護の両立支援に対する自社の姿勢を示すものと
なり、後々介護に直面した場合に本人から相談を
申し出やすい雰囲気をつくる効果が期待できる。

［ 2］制度設計・見直し
　制度設計・見直しについては、［ 1］のアンケー
トやヒアリング等で把握した実態を踏まえ、労働
組合等とも意見交換を行いながら導入や変更を実
施するのがよい。その際のポイントは、自社の両
立支援制度につき、⑴従業員のニーズに対応して
いるか、⑵内容や趣旨が従業員に周知されている
か、⑶利用要件・利用フローが整備されているか
─の3点である。

⑴�自社の両立支援制度が従業員のニーズに対応�
しているか
　育児・介護休業法に定められた要件を満たした
ものが社内規程に盛り込まれていることはもちろ
んだが、［ 1］で触れた「従業員の仕事と介護の両
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立に関する実態把握」も踏まえて、自社の両立支
援制度が従業員のニーズに対応しているか、より
仕事と介護を両立しやすい制度になっているかを
確認する必要がある。
　従業員の使い勝手を考え、例えば次のような支
援策を独自に社内規程に盛り込んでいる企業も多
く実在する。
・�介護休業の期間を法定93日より大幅に増やす
・�介護休業の取得における分割制限をなくす
・�介護休暇を有給とする
・�介護休暇を時間単位で取得可能とする
・�失効年休の積み立て保存により、介護休暇とし
ての利用を認める

・�外部のサービス提供機関と契約し、電話や対面
による相談窓口を設置する

⑵�自社の両立支援制度の内容や趣旨が従業員に�
周知されているか

　厚生労働省「仕事と介護の両立に関する労働者
アンケート調査」（2013年）によれば、介護を理由

として離職した人の45％が「介護に係る両立支援
制度がない」ため勤務先の両立支援制度を利用し
なかったと回答している［図表 6］。
　企業が両立支援制度を整えていても、制度があ
ることを従業員に周知していなければ意味がない
し、従業員が制度はあることを知っていても、そ
の内容や趣旨を理解していなければ、仕事と介護
の両立に結び付かない。
　例えば、両立支援制度の一つである「介護休業」
の本来の趣旨は「仕事と介護の両立のための準備
期間であり、準備が整えば職場に復帰する」とい
うものだが、「自分自身の手で介護を行うための期
間」と誤解をしている人が多い。介護休業中に従
業員が介護に専念してしまうとそのまま離職に結
び付く可能性があるため、介護休業が「何を目的
としたものか」をよく理解してもらう必要がある。
　このように、両立支援制度を社内規程に盛り込
むだけではなく、従業員に対して、その内容や趣
旨をきちんと周知していくことが重要となる。

図表 6  �勤務先の両立支援制度を利用しない理由（集計対象：離職者400人）

介護に係る両立支援制度がない

自分の仕事を代わってくれる人がいない

相談する部署等がない、もしくは分からない

介護に係る両立支援制度が分からない

介護に係る両立支援制度を利用しにくい雰囲気がある

介護事由で両立支援制度を利用している人がいない

両立支援制度と介護サービスの組み合わせ方がよく分からない

上司・同僚が利用することを望まない

家族・親族の理解・協力が十分に得られない

介護に係る両立支援制度を利用すると収入が減る

人事評価に悪影響が出る可能性がある
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資料出所：�厚生労働省「仕事と介護の両立に関する労働者アンケート調査」（2013年）（以下、［図表 8］も同じ）
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⑶�自社の両立支援制度の利用要件・利用フローが
整備されているか

　両立支援制度を定めていても、今のところ運用
する機会が少ないため、利用要件や利用フローな
どを十分に整備していない場合がある。例えば、
筆者が登壇するセミナーの受講者（両立支援制度
の利用者等）からは次のような「残念な」事例を
耳にしている。
・�介護休暇を希望した際、ある上司は口頭での申
請で認めてくれたが、別の上司からは「医師の
診断書を提出しなければ認められない」と言わ
れた

・�上司に相談したが対応してもらえなかったため
人事部に相談したが、人事部の担当者も自社の
制度についての理解が心もとなく、がっかりした
・�介護休業や介護休暇を会社の勤怠システムに入
力しようとした際、システムの中に項目として
選択肢にはあるものの、実際にはシステムと連
動しておらず、同休業・休暇として取り扱われ
ていなかった

　従業員にとって介護は「突然やってくる」もの
である。企業としては社内の相談窓口、利用要件

や利用フローをしっかりと確定した上で、それを
従業員に周知するとともに、管理職に対しても教
育を行い、せっかくある両立支援制度がスムーズ
に運用され、利用者がストレスなく活用できるよ
うにしておく必要がある。

［ 3］介護に直面する前の従業員への支援
　全社アンケートなどを行えば、従業員が抱く介
護に対するさまざまな不安が寄せられる。前述の
厚生労働省調査によれば、男女とも 7割台が仕事
と介護の両立に不安を感じており、また同省「仕
事と介護の両立支援事業 社内アンケート（事前）」
（2014年度）による「介護に関する具体的な不安」
の内容も多岐にわたる。中でも、上位に挙げられ
ているのは制度や仕組みが「分からないこと」や
「見通しを立てにくいこと」に関係しており、不安
を取り除くには制度や仕組みの情報提供が重要と
なる［図表 7］。その上で、こうした不安を解消し、
介護離職を回避するためにどのような支援が必要
かを考えていく必要がある。
　実際に介護に直面した場合、その直後からさま
ざまな手続きや対応に迫られる。実は介護は介護

図表 7  �介護に関する具体的な不安

公的介護保険制度の仕組みが分からない

介護がいつまで続くか分からず、将来の見通しを立てにくい

仕事を辞めずに介護と仕事を両立するための仕組みが分からない

適切な介護サービスが受けられるかどうか分からない

勤務先の介護に関わる支援制度がない、もしくは分からない

介護休業などを職場で取得して仕事をしている人がいない

自分が介護休業を取得すると収入が減る

代替要員がおらず、介護のために仕事を休めない

そもそも労働時間が長い

地域での介護に関する相談先が分からない

勤務先に介護に関わる制度はあっても、利用しにくい雰囲気がある
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資料出所：厚生労働省「仕事と介護の両立支援事業 社内アンケート（事前）」（2014年度）
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に直面した従業員にとって、この初動期の対応が
一番大変と感じる場合が多い。まずはここを乗り
越えられるかどうかが、介護離職に至るか至らな
いかの最初のヤマ場となる。いざというときに慌
てることのないように、あらかじめ介護に関する
基本的な知識や情報を提供しておくことで、仕事
と介護の両立のイメージを持ってもらい、介護に
向けて事前の準備ができるよう支援することが必
要である。
　両立支援マニュアルでは介護に直面する前の従
業員への支援策として、次の 6項目を挙げている。
⑴�仕事と介護の両立を「企業が支援する」方針の
周知

⑵�「介護に直面しても仕事を続ける」意識の醸成
⑶�企業の仕事と介護の両立支援制度の周知
⑷�介護について話しやすい職場風土の醸成
⑸�介護が必要になった場合に相談すべき「地域の
窓口」の周知

⑹�親や親族と将来の介護に向けてコミュニケー
ションを図っておく必要性のアピール

　以下、同マニュアルの項目に沿って、筆者の経験
も交えながら取り組みのポイントを押さえておく。

⑴�仕事と介護の両立を「会社が支援する」方針の�
周知

　従業員としては「介護について会社に相談して
も支援は期待できない」「相談するとかえって不利

な処遇を受けるのでは」といった懸念を抱きがち
である。まずは「介護との両立のため仕事の調整
が必要となったとしても、当社で仕事を続けてほ
しい」という、会社として従業員の仕事と介護の
両立を本気で支援していく姿勢を伝えていること
が大切である。

⑵「介護に直面しても仕事を続ける」意識の醸成
　「介護の平均期間は約 5年」という調査結果があ
る。また10年以上にわたり介護を行うケースも増
加傾向にある。介護のために離職すると、「精神
的」「肉体的」「経済的」により厳しい状況に追い
込まれる可能性が高い［図表 8］。
　離職することで従業員自身の生活だけでなく、
家族の生活も長期的に見て成り立つのかどうかを
よく考えるよう伝えていくことが大切である。

⑶企業の仕事と介護の両立支援制度の周知
　［ 2］でも述べたとおり、社内規程に両立支援制
度が規定されていることはもちろん、制度の概要
ばかりでなく、その趣旨も従業員に正しく理解さ
れるよう取り組んでいく必要がある。

⑷介護について話しやすい職場風土の醸成
　自身の介護に関する話題については、多くの企
業でまだまだ従業員からは切り出しづらい（他者
に知られたくない）雰囲気があるといえる。従業

図表 8  �介護による離職後の変化（集計対象：離職者994人）
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員から言い出しやすい職場環境として、例えば人
事面談でのヒアリングをルール化したり、管理職
が中心となって職場の雑談に介護の話題を挙げた
りすることで、介護について気軽に語れる雰囲気
ができるとよい。
　そのためには、管理職によって対応に差が出な
いように、管理職向けの研修を行い、会社の方針
に従って仕事と介護の両立を支援する意識づけを
十分に行うことも必要となる。
　また、上司には相談しづらいケースも考えられ
ることから、人事担当部署に相談窓口を設ける、
労働組合と連携して相談窓口の設置を検討する、
外部サービスを利用して電話や対面による介護相
談窓口を設置するなど、従業員が介護を抱え込ま
ない仕組みづくりが大切である。

⑸�介護が必要になった場合に相談すべき「地域の
窓口」の周知

　企業が行う仕事と介護の両立支援とは、あくま
で働き方の支援であり、介護に関する専門的な内
容まではカバーできない。従業員には介護の専門
的な内容で困ったときに相談できる「地域包括支
援センター」（以下、支援センター）の存在を周知
しておくとよい。支援センターの担当エリアは介
護対象者の住所地によって異なるため、いずれの
支援センターで相談を受け付けてもらえるかをあ
らかじめ確認しておくよう伝えておく。支援セン
ターは高齢者の介護予防の役割も担っているため、
介護状態になる前でも不安なことがあれば相談に
乗ってくれる点でも頼りになる。「介護で困ったと
きには地域包括支援センターへ相談してください」
と繰り返し伝えておきたい。

⑹�親や親族と将来の介護に向けてコミュニケー
ションを図っておく必要性のアピール

　いつ介護に直面しても慌てないように、日頃か
ら親や親族との間で介護が現実化した場合に備え
てコミュニケーションを取っておくことは重要であ

る。将来の介護に備えて、親の日常生活や身体状
況、将来介護が必要になったときの希望、経済状
況などを把握し、親族ともどのように協力し合うか
事前に話し合っておくように従業員に伝えておく。
　具体的な項目については両立支援マニュアル【資
料編】に、お役立ちツールとして『「親が元気なう
ちから把握しておくべきこと」チェックリスト』
が掲載されているので参考にするとよい。
　なお、前記⑴〜⑹の周知については、次の方法
が一般的である。
①�独自に「ハンドブック」や「リーフレット」を
作成して配布する、イントラネットで閲覧でき
るようにする
②�イントラネットへ仕事と介護の両立に関する情
報を掲載し、自由に閲覧できるようにする
③�仕事と介護の両立に関する社内セミナーを開催
する（社外から講師を招いてもよい）
　最近では、上記①〜③を複数組み合わせて周知
活動を行う企業が増えている。
　ある企業では2017年の改正育児・介護休業法の
施行を機に、拠点のある全国各地で人事担当者に
よる会社の両立支援制度の説明会を開催し、その
上で社外講師によるセミナーも実施した。また、
全従業員への一斉周知を目的として、全従業員参
加の社内大会で両立支援制度の説明会とセミナー
を開催する企業もある。主催についても人事部門
単独ではなく、労働組合や共済会と共催するケー
スなど、多くの従業員に情報が伝わるよう工夫を
凝らしている。
　なお、公的介護保険制度について、上記①のよ
うにハンドブックやリーフレットなどで情報提供
している場合は、介護保険法の定期的な改正に対
応するため、内容のアップデートを随時行う必要
がある点に留意すべきである。
　本項目の最後に、仕事と介護の両立を支援する
セミナーの講師としての立場から、セミナーを開
催する際のポイントを［図表 9］にまとめたので参
考にしていただきたい。

労政時報　第3939号/17.10.2752



実務解説
介護離職ゼロ実現に向けたルール整備と職場づくり

　特に、［図表 9］の最後の“受講対象者に年齢な
どの制限を設けないこと”に関しては、希望者だ
けでなく全従業員に受講してもらうことが望まし
い。両立支援制度を活用する場合に、職場におい
て「介護は誰にでも起こり得るので、制度の活用
はお互いさまである」という意識の醸成ができて
いなければ、制度はあっても使いづらい雰囲気が
生まれる可能性がある。前述の厚生労働省調査
［図表 6］でも、両立支援制度を利用しなかった理
由について離職者の10.5％が「介護に係る両立支
援制度を利用しにくい雰囲気がある」ためと回答
している。受講前には介護に興味を持っていない
人も、セミナーをきっかけに介護を自分事と考え
るようになれば「お互いさま意識の醸成」につな
がると考える。

［ 4］介護に直面した従業員への支援
⑴支援を行う上でのポイント
　事前に介護に備えてさまざまな情報収集をして
いる従業員でも、いざ介護に直面すると冷静さを
なくし、あるいは予想もしなかった現実を前に途
方に暮れてしまうこともあり得る。介護による離
職防止は、従業員一人ひとりの状況を踏まえた支
援ができるかどうかが重要である。

　以下、介護に直面した従業員への支援ポイント
を六つ挙げる。
①相談窓口での両立課題の共有
　上司や人事担当者は相談窓口として、介護に直
面した従業員（以下、対象従業員）が仕事と介護
を両立するための課題を洗い出し、本人と一緒に
整理する。課題を解決するために「誰が」「何をす
ればよいのか」を明確にすることが大切。
②�企業の仕事と介護の両立支援制度の手続き等の
周知
　課題を踏まえ、対象従業員に対し両立支援制度
について、その内容や趣旨、利用方法、手続きな
どをアドバイスする。
③働き方の調整
　課題を解決し、仕事と介護を両立していくため
に、どのような働き方ができるか、対象従業員と
一緒に考え調整する。
④職場内の理解の醸成
　働き方の調整ができたら、職場のメンバーに事
情を説明し協力を依頼する。上司からも対象従業
員に対し仕事と介護の両立を支援していくことを
伝え、職場のメンバーに理解・協力を求める。上
司は対象従業員への嫌がらせ（ハラスメント等）
が発生しないよう十分配慮する。

図表 9  �社内で「両立支援セミナー」を開催する際のポイント

・�セミナーを開催する目的と求める成果を明確にする。社外講師に依頼す
る場合は講師任せとせず、セミナーを受講した後に「受講者にどうなっ
てほしいか」をきちんと伝えて内容を組み立ててもらう

・�セミナーの冒頭では、自社で行ったアンケート結果のフィードバックや
自社の仕事と介護の両立支援制度の説明などを行う。自社の状況を理解
した上でセミナーを受講することで、仕事と介護の両立のイメージがつ
きやすい

・�受講アンケートは必ず実施する。セミナーの効果を測るだけでなく、受
講者の介護状況や介護支援ニーズ、自社の仕事と介護の両立支援制度へ
の意見や要望などを尋ね、情報収集の機会とする

・�介護は年齢を問わず直面する可能性があることから、受講対象者に年齢
などの制限は設けないほうがよい
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⑤上司や人事による継続的な心身の状態の確認
　介護は長期にわたる可能性があり、対象従業員
の心身の状況も変化することが考えられる。上司
や人事担当者は継続的に見守り、問題が発生して
いないかを確認する。場合によっては再度働き方
の調整をし直す判断も必要となる。
⑥社内外のネットワークづくり
　対象従業員が集まって情報を共有したり、悩み
を分かち合ったりする機会をつくることによって、
介護をする人の精神的負担を軽減することが可能
である。しかし、地域にこうしたネットワークが
あっても、仕事をしていると参加する時間が持て
ないことも多いため、企業が場所と機会を提供す
ることも一つの方法である。
　例えば、昼休みに対象従業員が集まって、食事
をしながら情報交換やさまざまな悩みを共有でき
る機会を設けている企業もある。参加者には好評
であり、「介護の悩みは当事者にしか分からない部
分がある。共感してもらえて気持ちが軽くなった」
「大変なのは自分だけではない。明日からまた頑張
ろうと思った」などの声が寄せられている。

⑵支援のフェーズは 3段階
　さて、⑴の①〜③については、厚生労働省『「介
護支援プラン」策定マニュアル』（以下、策定マニュ
アル）に具体的な支援の詳細がまとめられている。
　策定マニュアルでは、介護に直面した従業員の
支援の段階を、①相談・調整期、②両立体制構築

期、③両立期［図表10］の三つに分け、それぞれの
時期に実施する事項やその際に使用できるさまざ
まな帳票なども紹介しているので、現時点で何も
対応していない企業には参考になる。まだ見てい
ない場合は一度目を通しておくことをお勧めする。
　しかしながら、いきなり策定マニュアルのとお
りに支援を実施するのはハードルが高いと感じる
企業もあるだろう。ここでは策定マニュアルの内
容を中心に、それぞれの時期に筆者が「ここだけ
は押さえておきたい」「ここだけは実践したい」と
考える内容を［図表11］にまとめておく。
　面談の回数については、当然ながら対象従業員
の置かれた状況によって異なるため、状況に変化
があれば随時実施するなど臨機応変に、対象従業
員に寄り添った対応が必要である。
　さらに、介護休業を取得する場合は休業が長期
間となることもあるため、［図表10〜11］の対応だ
けでは対象従業員へのフォローが十分にできない
場合も出てくる。この点について以下で対応策を
考えてみよう。

⑶介護休業取得者への対応
　実際に長期間介護休業を取得した従業員にヒア
リングすると、介護休業取得で大変な時期として
以下を挙げる声が多い。
ア介護休業取得を決断するとき
イ�介護休業が確定し、職場の人に仕事の引き継ぎ
を依頼しなければならないとき

図表10  �介護に直面した従業員の支援の 3段階�
（厚生労働省『「介護支援プラン」策定マニュアル』より）

●①相談・調整期

従業員が介護に直面した際
に相談を受け、当面の働き
方や休暇の取得、両立支援
制度の利用などについて調
整を行う時期

介護の具体的方法や内容が
決まり、対象従業員の仕事
と介護の両立を支援するた
めに、両立支援制度の利用
を含めた今後の働き方の体
制構築をする時期

構築した両立体制により仕
事と介護の両立を図り、ま
た、介護の状況が変化した
際には必要に応じて働き方
等を見直す時期

● ●③両立期②両立体制構築期

労政時報　第3939号/17.10.2754



実務解説
介護離職ゼロ実現に向けたルール整備と職場づくり

図表11  �三つの段階別に見る具体的な実施事項

区　分
「●①相談・調整期」の実施事項 「●②両立体制構築期」の実施事項 「●③両立期」の実施事項

面　　談 両立支援の擦り合わせ 面　　談 両立支援の擦り合わせ 面　　談

対 象 者 人事担当者・対象従業
員・対象従業員の上司

人事担当者・対象従業
員の上司

人事担当者・対象従業
員・対象従業員の上司

人事担当者・対象従業
員の上司

人事担当者・対象従業
員・対象従業員の上司

実施時期 対象従業員から介護の相
談を受けたとき（介護の
初動期）

面談後 介護を行う具体的方法
や内容が決まり、対象
従業員から両立支援制
度の利用を含めた今後
の働き方について相談
を受けたとき

面談後 半年ごとに実施（策定
マニュアルでは少なく
ても 1年ごととされて
いる）

面 談 の
目 的

離職に至らないよう、当
面の働き方や両立支援制
度の利用について検討す
る

仕事と介護の両立の実
践を見据えた、働き方
や両立支援制度の利用
について検討する

現在の働き方や両立支
援制度の活用に問題が
ないか確認する

ポイント ・�急に介護に直面した
ケースでは、従業員も
パニックになっている
場合があるため、まず
は「あなたは会社に必
要な人である」「仕事と
介護を両立していける
よう一緒に考えていき
たい」という企業の姿
勢を伝える

・�従業員自身や家族のみ
で対応しようとぜず、
地域包括支援センター
など介護の専門家に相
談するように伝える

・�介護の専門家に相談し、
介護サービスなどを使
いながら仕事と介護を
両立できる具体的な介
護体制を検討していく
よう勧める

・�対象従業員に対し、介
護が必要な人の状況や
現在の介護の協力体制
（協力してくれる人の
有無）、業務面で配慮
してほしいこと（勤務
時間、休暇の必要性、
業務の引き継ぎなど）
等を確認する

・�利用可能な両立支援制
度を説明し、当面の働
き方の中で使用するか
どうかを確認する

・�上司は、日々の勤務状
況を観察する、対象従
業員への声掛けを意識
して行うなどして、問
題が発生していないか
見守る

・�対象従業員との面談
の内容を受け、離職
することなく仕事と
介護の両立が図られ
るよう、上司や職場
を中心とした働き方
の調整等の必要な支
援を検討する

・�上司に両立支援制度
の知識が十分でない
場合は、人事担当者
が会社の方針を含め
て制度の内容や申請
方法などを説明する

・�両立支援制度等を利
用することによって
対象従業員に対する
嫌がらせ（ハラスメ
ント等）が発生しな
いよう、上司の配慮
が必要であることを
理解してもらう

・�どのような体制で介
護を行っていくのか
について内容を確認
する
・�仕事と介護の両立を
していくための課題
や業務面で配慮して
ほしいこと（両立支
援制度の利用、勤務
時間、休暇の必要
性、出張の可否、転
勤についての意向、
業務の引き継ぎな
ど）等を確認する
・�上司は、日々の勤務
状況を観察する、対
象従業員への声掛け
を意識して行うなど
して、問題が発生し
ていないか見守る

・�対象従業員との面談
で確認した両立の課
題や希望を受け、離
職することなく仕事
と介護の両立が図ら
れるよう、上司や職
場を中心とした働き
方の調整等の必要な
支援を検討する
・�両立支援制度等を利
用することによって
対象従業員に対する
嫌がらせ（ハラスメ
ント等）が発生しな
いよう、上司の配慮
が必要であることを
確認する

・�対象従業員が仕事と
介護を両立していく
上で問題が発生して
いないか確認する
・�新たな課題が発生し
た場合は、すぐに介
護の状態や現在の働
き方の課題を確認
し、対応を見直す
・�中長期にわたる両立
支援制度の利用を終
了する場合は、終了
後 1カ月程度のタイ
ミングで面談を行
い、問題が発生して
いないか確認する
・�上司は、日々の勤務
状況を観察する、対
象従業員への声掛け
を意識して行うなど
して、問題が発生し
ていないか見守る
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ウ�介護休業中に職場復帰（復職）できるか不安に
なったとき

エ介護休業から復職したとき
　こういった時期の不安を払拭するために、前述
⑵①〜③の段階とは別に状況に応じて、人事担当
者・対象従業員・対象従業員の上司等の間で次の
ような面談の機会を設けて支援したい［図表12］。
●介護休業取得前
　介護休業の目的が「仕事と介護を両立するため
の体制構築」であることを確認し、復帰までにど
のようなことをするかについてイメージを共有す
る面談を行う。また、上司は職場メンバーへの業
務の引き継ぎが円滑に進むよう対象従業員と後任
者の間に立ってフォローを行う。
●介護休業期間中
　仕事と介護を両立するための体制構築がうまく
いかず、そのまま離職に結び付くことを防ぐため、
少なくとも休業中に 1度（取得予定期間の中間点
など）は休業者に対し体制構築の進

しん

捗
ちょく

状況を確認
する面談を行う（短期休業時は除く）。また、上司
は定期的に電話やメール等で声掛けを行い、休業
者が会社・職場との接点をなくさないように配慮
する。

●介護休業終了前
　職場復帰に当たり、休業者には業務面だけでな
く要介護者の環境変化（休業者が常時そばにいな
くなるなど）等さまざまな不安が生じがちである。
少しでも不安を払拭するため、休業が終了する前
に職場復帰後の働き方や新たな両立支援制度の利
用等について面談を行う。
●介護休業からの職場復帰後
　職場復帰後 1カ月を目途に、復帰後の働き方に
問題はないか、仕事と介護の両立が順調かどうか
を確認する面談を行う。休業期間とは環境が変わ
ることから、しばらくは「慣らし期間」と捉えて
業務量に配慮する必要がある。上司は、復帰直後
はできれば毎週打ち合わせの時間を取って、業務
や介護の状況を共有することが望ましい。

［ 5］�働き方改革�
─�安心して仕事と介護の両立ができる職場

をつくるために
　介護中は急に施設から呼び出される、あるいは
突然休まなければならなくなる場合も出てくる。
仕事と介護の両立のためには、限られた時間で最
大の成果を創出できるよう、例えば次の視点によ

図表12  �介護休業を取得する場合の面談のタイミング

●①相談・調整期 ●③両立期●②両立体制構築期

入院 退院入院中 自宅

介護休業 ●
両
立
期
の
面
談

●
両
立
体
制
構
築
期
の
面
談

●
相
談
・
調
整
期
の
面
談

■
介
護
休
業
か
ら
の
職
場
復
帰
後
の
面
談

■
介
護
休
業
終
了
前
の
面
談

■
介
護
休
業
期
間
中
の
面
談

■
介
護
休
業
取
得
前
の
面
談
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る「働き方の見直し」を行うこと（働き方改革）
も重要である。
・�限られた時間の中で一定の業務がこなせるよう、
効率的な働き方を身に付ける

・�管理職は部下の労働時間や能力に合わせて仕事
を配分し、特定の従業員に仕事が集中しないよ
うにする

・�急に休むことになっても大丈夫なように、仕事
を「見える化」して誰でも仕事を引き継げるよ
うにしておく

・�管理職は自分が不在でも仕事が円滑に回るよう、
決裁権限を必要に応じて委譲する仕組みを構築
しておく

　上記は、ワーク・ライフ・バランスの取り組み
として多くの企業が既に取り組んでいると思うが、
仕事と介護の両立支援の視点でもぜひ推進すべき
項目になる。

　以上、介護離職ゼロを目指して企業が取り組む
べき「仕事と介護を両立できる支援体制」の構築
について述べてきた。

　最近では、従業員の健康管理を経営的視点から
考え、戦略的に実践する「健康経営」が注目され
ているが、従業員が心身ともに健康で業務を遂行
するためには家族の介護の問題を無視することは
できない。
　何度も繰り返すが、介護は誰にでも起こり得る
ことで、これは皆さんについても例外ではない。
であるならば、皆さん自身が介護に直面し、仕事
と介護を両立しようとしていく中で、どんな支援
があれば安心できるか、どんな支援があれば頑張っ
てみようという勇気をもらえるか、どんな支援が
あればこの会社にいて本当によかったと思えるか、
イメージしていただきたい。もしかしたら、そこ
から仕事と介護を両立できる支援体制構築のヒン
トが得られるかもしれない。
　介護に直面している従業員の状況に一つとして
同じものはなく、一つひとつ対応していくことは
大変であると思う。だが、今後確実に増えていく
であろう介護に直面する従業員を支援するために、
企業として少しずつでも支援の経験値を増やしな
がら、自社に合った支援体制を模索、構築し、介
護離職ゼロを目指して取り組んでいただくことを
切に願う。

3 おわりに
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